	家電小売業


テレビのデジタル放送化やエコポイントに伴う特需の反動減で収益共に厳しいところが多い。こうしたなか、「情報」、「節電」、「健康」に関連した商品が新たな販売の柱となり、スマートフォン、ＬＥＤ照明機器、太陽光発電機器、空気清浄機等が売れている。
今後の見通しでは、インターネット経由での商品販売増加の影響が大きい家電量販店の更なる再編の声もある。地域電器店では、家電商品に限らず、家の困り事全般を対象としたきめ細かな対応に活路を見出そうとしているところが多い。
業界概要　　　
家電小売の業態は、メーカーの系列店を中心とした地域電器店、家電量販店（パソコン量販店含む）、その他非家電専門店（カメラ量販店、電設資材・住設資材店、ホームセンター等）に大別される。売上高シェアでみると、家電量販店が５割強、カメラ量販店が１割強、地域電器店が１割弱などとなっている。テレビ、インターネット等を利用した通信販売の構成比は1割弱とされる（株式会社リック『平成23年度我が国の情報化社会における基盤整備事業（家電流通実態に関する調査研究）報告書』）。なお、以前は、家電量販店は地域別に棲み分けがなされていたが、一部家電量販店やカメラ量販店の全国展開等を契機として、業界の再編が進んでいる。家電売場を自社運営していた百貨店や総合スーパーなどでは、販売から撤退、あるいは、家電量販店をテナントとして誘致する動きがみられるなど、構成比は低下している。
大阪の地位

大阪府内の事業所数は2,836、従業員数16,949人、年間商品販売額は6,944億円であり、それぞれ全国の6.4％、7.3％、8.9％を占めている（経済産業省『平成19年商業統計表産業編都道府県表』電気機械器具小売業（中古品を除く）と電気事務機械器具小売業（中古品を除く）の合計値）。

なお、大阪府内の従業員規模別事業所数では、従業員数９人以下の事業所数は2,536と全体の89.4％を占めているが、９年と比較すると、事業所数は３割強減少している。一方、同30人以上の事業所は105、構成比は3.7％であるが、９年との比較では1.7倍に増加している。
特需の反動により、収益は厳しい
21年５月から23年３月末まで、地球温暖化対策の推進、経済活性化、地上デジタル放送対応テレビ普及を目的として、一定の省エネ基準をクリアしたエアコン、冷蔵庫、地上デジタル放送対応テレビの購入に対して、商品券などに交換できるエコポイントが発行されていた。さらに、23年７月のテレビ放送の地上波のデジタル放送への移行を受け、デジタル放送対応テレビへの買換えが一気に進み、それまで年間1,000万台程度で推移していた国内のテレビの販売台数は22年には2,500万台を超えた。23年８月以降は、この反動からテレビの販売台数は激減しており、24年の販売台数は800万台強にとどまったとされ、また、商品単価もかなり下落、市場は急激に縮小している。ヒアリングにおいても、テレビの特需前と後の比較では、テレビの売上高は６～７割減との声が聞かれた。
こうした動きを、22～24年の全国の消費支出の面からみたものが表１、近畿の家電販売額の24年４月以降の前年同月比の推移をみたものが表２である。テレビでは、特需の終わった23年８月以降が比較対象となる24年８月以降でも、前年同月比は大幅なマイナスが続いている。こうした状況を踏まえ、特需は３～４年分の需要の先食いであったとの声もある。

従来、テレビは単価が高く、買換え時には、レコーダー等の関連商品も一緒に売れることが多いことから収益の大きな柱となっていたため、反動減が小売事業者に与える影響は大きい。高付加価値商品として期待の高い３Ｄ（立体映像）テレビや高解像度の４Ｋテレビは、価格が高いこと、ソフトが十分でないことなどから、反動減を補うには至っておらず、小売事業者は従来品での２、３台目需要の掘り起こしに努めている。
さらに、インターネット上で最安値を表示するサイトが小売事業者に与える影響も大きくなっており、収益はさらに厳しくなっている。
「情報」、「節電」、「健康」が新たな柱に
こうしたなか、「情報」、「節電」、「健康」が新たな収益源となってきている。

携帯電話では、従来型の携帯電話からスマートフォンと呼ばれる高機能携帯電話への買換えが進んでいる。このため、家電量販店では、かつてはテレビが占めていた入口付近の売場をスマートフォンやその関連商品売場に代えている。
また、23年の東日本大震災を契機とする電力不足以降、節電に取組む動きが強まっており、ＬＥＤ照明機器、省エネ型のエアコンや冷蔵庫等の需要が高まっている。このほか、24年7月からの再生可能エネルギーの固定価格買取制度開始を受け、住宅用太陽光発電機器の設置の動きも増えている。こうした商品の購入者は、お金を持っており、かつ、環境等社会への意識も高い団塊の世代が中心とのことである。

さらに、健康面では、高付加価値の理美容機器や調理家電等に動きがみられるのに加え、大気中の「ＰＭ2.5」（粒径2.5マイクロメートル以下の微小粒子状物質。肺の奥深くまで入りやすく、長期的に一定濃度以上吸引すると、呼吸器疾患、循環器系疾患などの影響が懸念される）増加の報道に伴って、２月以降、空気清浄機の需要が高まっている。
こうした新たな需要でテレビ販売の落込みをカバーできたとする小売事業者もあるが、売上が前年同期を下回ったところが多い。

リフォームなど取扱分野拡大の動き
地域電器店においては、メーカーが系列店を選別する動きが強まっている。このため、全メーカーの商品仕入れ、最新技術・商品の情報提供や販促資料や販促情報の提供等を行う組合を活用したり、フランチャイズに加盟する地域電器店が増えている。このほか、家電量販店やインターネット販売では手薄となりがちなきめ細かな対応をアピールする、住宅に関する総合的な対応ができるよう、リフォームや住宅設備など取扱分野の幅を広げる、ガスや水道の工事業者と連携した組織を作り、他地域電器店から業務を受託するなどの動きがみられる。

家電量販店においても、太陽光発電機器と合わせてリフォームに注力するところが多い。

円安の影響はこれから
家電製品は海外生産品が多いが、ヒアリング時点では、円安の影響はないとのことであった。ただし、急激な円安をメーカーだけでは吸収できず、今後、新モデル導入時に、実質的な値上げになるとの見方が強い。
今後の見通し

26年４月に予定されている消費税率上昇に関しては、駆け込み需要は直前まで起こらないとの見方があるが、顧客密着型の地域電器店では、これから１年かけて買換えを促していくというところが多い。また、電力供給状況によっては、節電型商品への関心が更に高まることが想定されるので、積極的に対応したいとの声も聞かれた。
家電量販店で商品を見てインターネット上で購入するという「ショールーミング現象」の動きなど、消費者の低価格志向が更に強まっていることから、価格競争力のあるインターネット経由の販売構成比が現在よりも高まっていくとみられる。こうした影響を大きく受けている家電量販店では、実演販売、即日配達等のサービス強化に努めているが、更なるスケールメリットを得るために買収・連携の動きが強まり、現在７社と言われる大手量販店が、数年先には３、４社に集約されるとの声がある。一方では、寡占状態の弊害を危惧する声もきかれた。
地域電器店では、特需に翻弄されないよう、消費者の生活全般への対応力を高めていくとの声があるほか、今後の店主の高齢化や廃業の動きに対して店舗を引き継げる仕組みが必要との声も聞かれた。
　　　　　　　　　（竹原　康幸）
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家電製品 テレビ 照明器具

平成22年 90,365 30,168 904

（対22年比） 100.0 100.0 100.0

平成23年 67,253 12,989 1,460

（対22年比） -25.6 -56.9 61.5

平成24年 55,934 3,825 2,364

（対22年比） -38.1 -87.3 161.5

資料：総務省『家計調査報告（家計収支編）』　

表１　１世帯当たりの家電製品の支出金額の推移

（全国、二人以上の世帯）

（注）「家電製品」は、電子レンジ、炊事用電気器具、電気

冷蔵庫、電気掃除機、電気洗濯機、エアコンディショナ、ス

トーブ・温風ヒーター、他の冷暖房用器具、照明器具、移動

電話、テレビ、携帯型音楽・映像用機器、ビデオデッキ、

パーソナルコンピュータ、カメラ、ビデオカメラ、テレビ

ゲーム機、ゲームソフト等、理美容用電気器具の合計値。
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平成24年４月 -15.1 -51.7 -17.0 -54.8 37.7 12.8 4.1 -11.5 -10.8 71.1 11.1 -12.5

５月 -28.4 -69.1 -19.2 -67.0 44.1 -7.7 -9.7 -15.0 -8.7 64.7 -11.8 -40.1

６月 -40.0 -81.1 -19.7 -74.8 -0.7 -17.5 -9.2 -7.8 -6.9 53.7 -35.7 -39.1

７月 -29.6 -83.5 -17.2 -80.2 11.9 2.5 2.7 -5.6 -2.6 50.7 26.4 15.9

８月 -6.7 -49.5 -16.2 -50.9 58.7 15.3 13.2 0.9 -0.6 27.4 19.4 -4.9

９月 -5.0 -29.7 -20.1 -34.7 66.6 9.2 10.5 1.9 3.2 32.4 5.3 -18.9

10月 -15.5 -35.5 -35.0 -44.6 27.6 -6.8 -3.4 -6.1 -9.5 -1.9 -11.9 -8.2

11月 -8.7 -33.9 -31.7 -45.3 78.1 -1.8 -1.4 -3.4 -11.0 -2.5 5.1 8.0

12月 -5.0 -27.7 -7.6 -41.7 30.0 8.5 10.4 -1.2 -4.5 1.6 10.1 3.4

　　25年１月 -12.3 -27.0 -6.2 -35.6 10.7 1.5 -0.1 -11.9 -7.4 -5.9 -5.8 -34.9

資料：近畿経済産業局『近畿経済の動向』

表２　近畿の家電販売額の推移（前年同月比）

（注）合計には、上記商品のほか、オーディオ、電話・ＦＡＸ、パソコン（本体）、デジタルカメラ、掃除機、扇風機（４～

10月）、石油暖房機（11～１月）、電気暖房機（11～１月）が含まれる。
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